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研究背景 目的

大阪湾に代表されるような閉鎖性水域の水質は，陸

域から流入する汚濁負荷の影響を強く受ける．インフ

ラ整備が不十分であった高度経済成長期には恒常的に

大量の流入汚濁負荷量が流入して大阪湾の水質は劣悪

な状態となったが，その後のインフラ整備や総量削減

規制が進められた結果，年々，改善傾向が見られる．

その一方で，貧栄養化が指摘される海域が出現し始め

ており，内湾の水質管理の考え方を根本から見直す必

要に迫られている．

また，我が国は急激な生産年齢人口の減少と高齢者

人口の増加が予測されている ．このような人口構造

の変化は，我が国の社会・経済活動に大きな影響を及

ぼし，内湾への流入汚濁負荷量にも影響を及ぼす．

そこで，本研究では，既往の人口推計等の統計推計

値に基づいて将来の人口構成や産業就業者推計を行

い，人口構造や社会構造の変化を考慮して大阪湾に流

入する将来汚濁負荷量の推計を試みた．

研究手法

本研究では，淀川 大和川 武庫川流域圏を対象とし

て大阪湾流域圏への将来汚濁負荷量を推計した．これ

らの流域面積は国土数値情報の流域メッシュデータを

用いた． および ， を対象として，表

に示す統計データを用いて， 年から 年まで

の水質総量規制開始後の 年から 年までの汚

濁負荷量の経年変化を，原単位法によって推計した．

現況の陸域負荷の把握

陸域の負荷源は，生活排水 工場排水 畜舎排水な

どの点源と森林や農地などからの面源に大別される．

点源からの発生負荷は下水処理場等の処理施設で処理

された後に河川に流入し，面源からの発生負荷は降水

時に直接河川に流入する．これらの発生負荷量の推計

方法を表 に，各発生源の原単位を表 に示す．

各流域圏で発生した発生汚濁負荷はその河川に流入

するとし，これらを加算することで大阪湾への総陸域

負荷量を求めた．各河川流域の人口・工業出荷額・家

畜頭数・土地利用面積は各市町村が大阪湾流域圏に占

表 用いる統計データ
推計項目 用いる統計データ

人口 国勢調査・国立社会保障・人口問題研究所

工業生産額 工業統計・経済センサス

畜産頭数 農業センサス

土地利用面積 国土地理院・農業センサス

表 汚濁源の種類と排出汚濁負荷量の算定方法

項目 排水量，汚濁負荷量の算定方法

生活系 人口×発生負荷量原単位

点源系 工場系 工業出荷額×排水量原単位

畜産系 家畜頭数×発生負荷量原単位

面源系 面積×発生負荷量原単位

表 各排出源の原単位
　

種類 （ ） （ ） （ ）

生活排水 し尿

雑排水

計

工業排水 各産業分類ごとに異なるため割愛

豚 糞

尿

計

牛 糞

尿

計

鶏 糞・尿

面源 田耕地

畑耕地

森林

その他

める面積の割合を乗ずることで補正を行った．ただし，

流達率は とした．

将来の陸域負荷の予測手法

各発生源からの将来汚濁負荷量は，将来の人口 工

業出荷額 畜産頭数 土地利用面積と密接に関係する．

そこで，まず， 年から 年までの農業就業者

数・製造業従業者数についてトレンド推計を行って，

これらの就業者数の将来推計値を求めた．トレンド推

計には以下の式を用いた．

ここに， は推計値， は基準年からの経過年（

年）， ， は係数である．式 によって算出した将

来農業就業者に 年の農業就業者 人当たりの家

畜頭数・耕地面積が将来においても変化しないと仮定
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し，これを乗じて将来家畜頭数・耕地面積を求めた後，

原単位法により将来汚濁負荷量を推計した．製造業従

業者についても同様に式 によって算出した将来製

造業従業者に 年の製造業従業者 人当たりの工

業生産額が将来においても変化しないと仮定し，原単

位法により将来汚濁負荷量を推計した．

生活排水の原単位は人口構造の変化の影響を受けや

すいことが想像できる．そのため，人口構造の変化を

考慮するためには生活排水の原単位そのものを推定す

る必要がある．ここでは，生活排水の原単位は人間の

カロリー摂取量に相関があると仮定し， 年の性

別・年齢別の人口と厚生労働省 が公表している性

別・年齢別のカロリー摂取量から，性別・年齢別に生

活排水原単位を算出した．算出した原単位を将来人口

に乗じて将来汚濁負荷量を算出した．

結果と考察

図 に，公表されている大阪湾流域圏における

年までの人口推計および農業就業者数・製造業従業者

数の推計結果を示す．大阪湾流域圏では， 年人口

は 年人口の 倍に減少すると推計されている．

式 を用いた 年の農業就業者は，淀川・大和川

流域圏では 年の約 倍，武庫川流域圏では約

倍と推計され，大阪湾流域圏としては約 倍に

なると推計された．一方，製造業従業者は，淀川・武

庫川流域圏では 倍程度，大和川流域圏では約

倍で淀川流域圏では約 倍になると推計された．

各流域圏からの将来汚濁負荷量の経年変化を図 に

示す．同図によれば，各河川流域において人口は

～ 倍程度に減少する．汚濁負荷量の変化は，大阪

湾・大和川流域圏の減少傾向が類似しており， 年

以降急激に減少していることがわかった．また，淀川

流域圏では 年以前は他の流域圏と類似した減少

傾向を示すが， 年は緩やかに減少し，今後も緩や

かに推移することが予測できる．武庫川流域圏では，

年以降急激に減少し，今後は急激に減少するこ

とが予測できる．また，武庫川流域圏の減少率は他の

流域圏に比べて大きいことがわかった．

まとめ

本研究で得られた結論を以下に要約する．

トレンド推計によると農業就業者・製造業従業者

は，それぞれ 年には 年の 倍， 倍程

度となることがわかった．

人口減少によって大阪湾流域（淀川・大和川・武

大阪湾流域圏 淀川流域圏

大和川流域圏 武庫川流域圏
図 人口推計

大阪湾流域圏 淀川流域圏

大和川流域圏 武庫川流域圏
図 人口推移と汚濁負荷量の関係

庫川流域）の 年人口は 年人口の 倍に

なると推計されているが，それに伴って陸域からの汚

濁負荷量は は 倍， は 倍， は

倍に減少し，いずれも人口減少率より大きな値を

示すと推計された．

淀川流域圏からの負荷量は，大和川流域圏や武庫

川流域圏のそれと比較すると緩やかに減少する傾向が

あると推計された．大和川流域圏では負荷量は一定の

割合で減少する傾向が見られるのに対して，武庫川流

域圏では， 年以降に人口，汚濁負荷量ともに急

激に減少する傾向が見られる．
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